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研究成果の概要（和文）：本研究は、安全と安心のための危機管理ネットワークを公共財供給機構と捉え、地域
社会での公共財供給の協力促進制度と政府による効果的な公共政策のための基礎的研究基盤構築を目的に実施し
た。成果は、次の通り。(1)危機管理の実態に即した公共財ゲームの定式化と均衡計算を試みつつ、(2)協力創発
に有効とされる諸制度の再検討、代表者の被災経験を踏まえた危機管理政策への実装方向の検討、(3) これらの
過程では、研究対象が有する複雑さに由来する計算困難性の克服のため、計算機実験と被験者実験の融合による
ネットワーク科学の手法を融合させ、公共政策研究のための新しい手法的基盤構築に道を開いた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project was to develop a fundamental research platform 
for an effective public policy by the government and the institutions that promote cooperation in 
the provision of public goods in the community, considering the crisis management network for safety
 and security as the mechanism for the provision of public goods.
In these processes, we have tried (1) to develop a Weaker-Link public goods game and to compute the 
equilibrium based on the actual situation of crisis management, (2) to re-examine the various 
institutions that are effective for the emergence of cooperation, and to examine the direction of 
its implementation in the crisis management policies based on the disaster experiences of a member, 
and (3) to overcome the computational difficulties arising from the complexity of the research 
subject, we have integrated the methods of network science, opening the way for the development of a
 new methodological foundation for public policy research.

研究分野： 公共財理論

キーワード： 危機管理ネットワーク　公共財ゲーム　Weaker-Link型集計技術　協力促進制度　ネットワーク科学　計
算機実験　被験者実験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果は、危機管理の実態により即した公共財ゲームの定式化と、ネットワーク科学の手法を融合した複雑
な問題解決に資する研究手法に道を開いたという点で、学術的意義がある。加えて、近年頻発する大規模台風・
水害および予想される大地震など、大規模な自然災害へのレジリエントな危機管理のための公共政策の在り方を
検討する際に、新しい基礎的研究基盤を提供する、極めて実践的な社会的意義を有する。ただし、今次COVID-19
パンデミックが強いる、今までの主体間の物理的・心理的ネットワークの在り方の再考に関する知見の取り込み
が今後必須となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
大地震や大型化する台風といった自然災害など、私たちは、初動段階で政府の対応が届ききら

ない、自らの安全と安心を脅かす多くの危機に囲まれている。これらの危機に「備え、対応し、
復旧する」ための仕組みである危機管理ネットワークの構築が、社会的に求められている。 
しかし、危機管理において、個人による各個の対応には自ずと限界があり、地域社会など社会

集団による対応と政府による支援政策が不可欠となる。危機管理ネットワークが提供する安全
と安心という秩序の存在は、全ての主体が便益を享受できるという、正の外部性を有するため、
公共財といえる。経済学では、この公共財の自発的供給のための主体間の協力を促進する機構・
制度の研究が熱心に行われてきた。一方、進化ゲーム理論では、計算機実験・被験者実験研究の
発展を受けて、繰り返し相互作用と互恵性、評判、グループ構造、局所的相互作用といった機構・
制度が協力促進に有効であることが立証されてきた。 
しかしながら、これら成果を統合し、現実の危機管理政策に適した分析と政策的含意を導くた

めの学術基盤の確立には至っていなかった。 
２．研究の目的 
以上の背景を踏まえた、本研究の目的は、以下の通りである。 
地域社会の危機管理ネットワーク形成過程を、公共財ゲームとして表現する。この時、危機管

理能力強化を意味する公共財の供給量増大を導くと同時に、速やかにこのゲームの均衡解に達
する協力促進制度の発見と、政府自治体による有効な支援政策として実装するための指針を与
えるという、危機管理の公共政策のための基礎的な学術基盤を開発する。すなわち、社会の安全
と安心を脅かす多くの危機に直面する中、地域の自律的な危機管理ネットワークの能力を強化
するための政策解明およびそれに資する萌芽的学術基盤の構築を開拓するという、社会的要請
の強い課題に取り組むものである。 
３．研究の方法 
 ２．の研究目的を達成するために、本研究は、以下の 4つの研究項目を設け、これらを有機的
に組合せて実施することとした。 
(1)ゲーム：公共財ゲームの適用と拡張。 
地域社会の危機管理ネットワークが提供する安全と安心という秩序の存在は、公共財である。

地域の安全と安心のためのネットワークが提供するこの公共財は、初動段階では、地域住民の自
助により提供されることとなる。すなわち、公共財は、地域住民の自発性に基づき供給される。
公共財の自発的供給は、社会的ジレンマの一形態である囚人のジレンマとして表現できる。本研
究では、2×2 型の囚人のジレンマゲームを公共財ゲームと呼び、地域社会における危機管理ネ
ットワーク形成と(2)が扱う協力促進制度の形成可能性を分析するための研究ベースとする。 
一方、社会の安全と安心という公共財の供給量は、貢献度の低いグループの水準で決定される

可能性がある。すなわち、実際の公共財の供給量は、社会的弱者や非協力的であるなど弱い主体
の能力に依存する Weaker-Link 型の集計技術に従っている可能性がある。これを踏まえ、本研究
項目は同時に、実際の地域の危機管理ネットワークの調査などに基づき、Weaker-Link 型の集計
技術に基づく公共財ゲームの定式化を検討する。 
(2)制度：協力促進制度の再検討。 
この研究項目では、囚人のジレンマゲームにおいて協力促進制度として有効とされてきた、繰

り返し相互作用、評判、グループ構造、局所的相互作用を、実際の地域ネットワーク構造を反映
させた形でデザインする（1）の公共財ゲームのもとで、有効性を保ち得るか再検討する。そし
て同時に、Weaker-Link 型の集計技術に基づく公共財ゲームの定式化の完了を受けて、同様の検
討を実施する。 
(3)政策：効果的な支援政策への視座提供。 
安全と安心の存在が社会にもたらす秩序という公共財の供給を、地域社会の自助努力だけに

頼ることは、極めて困難かつ非現実的であり、政府による支援政策が不可欠なためである。特に、
危機管理における「対応し、復旧する」というスピードが要求される局面では、地域社会と政府
の適切な役割分担が、より求められる。 
この研究項目では、危機管理が求める、このスピードに注目する。すなわち、(2)で解明した

協力促進制度の中から、(1)の協力均衡解に速やかに至る諸制度を検討する。その後、地域社会
がこれら制度を備えるための具体的政策を解明する。 
なお、上記(1)～(3)の各研究項目での取り組みには、研究期間中に生じた大規模台風の被害を

受けた代表者の実際の被災経験を取り込み、それを反映させることとした。 
(4)手法：複雑な問題に由来する計算困難性を克服するための手法開発。 
本研究が研究対象とする地域社会などの社会集団は、地域住民や中央政府および地方自治体

といった、それらを構成する主体の多様性と意思決定の相互依存性に由来する、社会ネットワー
ク生来の複雑な構造を有している。複雑なネットワーク構造を本来的に有している。そのため、
上の(1)～(3)が取り組む課題は全て、計算困難性を抱えることとなる。一方で、社会的要請に応
えるためには、この複雑さを取り込む必要がある。 
この研究項目は、研究対象が有するこの複雑さに由来する計算困難性を克服し、社会的要請に

応えるため、進化ゲーム理論が採用する、計算機実験と被験者実験を組み合わせたネットワーク
科学の手法と複雑ネットワーク理論の知見を取り入れる。この手法を(1)～(3)との有機的連携
の中で、公共財ゲームとその政策的インプリケーションを探求する、危機管理のための公共政策



研究に適した基礎的手法基盤の開発を目的とする。 
４．研究成果 
 ３．の方法を用いて、得られた研究成果の概要は、以下の通りである。 
 (1)の公共財ゲームに関して先ずは、代表者の被災経験を通じて従来の囚人のジレンマ型公共
財ゲームの想定が、当初の予想以上に｢備え、対応し、復旧する｣という実際の危機管理のサイク
ルの大半を過不足無く表現していることを実感した。 
本研究がベースとした公共財ゲームで提供される公共財の総量は、各主体の貢献の総和で決

定されるという、主体間の貢献の代替性を前提としている。すなわち、例えば社会的弱者などの
貢献量を、他の余裕ある主体の貢献量で補うことが出来るという想定である。一方、Weaker-Link
型の集計技術は、この弱者の貢献量が全体の公共財供給量を決定するというものであった。 
実際は、Weaker-Link 型の構造が前面に出て問題となるのは、被災の極々初期段階であり、特

に都市部においては、実際に対応し、復旧するフェーズでは、この構造が決定的あるいは致命的
とならない可能性が認識された。従って、本研究では Weaker-Link 型の公共財ゲームは、危機管
理の文脈では、各地域において Weaker-Link 型の構造を把握した上でいかに予防しておくか、と
いう事前および極々初動の対応の問題と当面は位置付け、従来型の公共財ゲームをベースとし
た(2)～(4)との連携を優先した。 
しかし、過疎地域や限界集落など主体間に物理的に距離がある場合、あるいは都市部であって

も主体間に心理的に距離がある場合は、初動での代替が機能し得ず Weaker-Link 型の構造にも
一定の現実性がある可能性は排除できない。そのため、Weaker-Link 型公共財ゲームへの拡張に
向けて、その利得構造を探るための事例調査に着手した。 
(2)の制度に関しては、都市部など一般的な地域ネットワーク構造を反映した(1)の公共財ゲ

ームにおいて、繰り返し相互作用(直接的互恵)、評判(間接的互恵)、グループ構造(多段階淘汰)、
局所的相互作用(ネットワーク互恵)の協力促進制度として、引き続き有効であることを確認し
た。これらに加えて新たに、罰則と報酬という社会規範形成のための制度が、地域社会での危機
管理ネットワーク形成のための協力促進に有効であることが明らかになった。 
 (3)の政策については、以下の通り。危機管理が有効に機能する、すなわち速やかに協力を創
発し地域ネットワークが供給する公共財の供給量が増大するには、(a) 評判(間接的互恵)、(b)
局所的相互作用(ネットワーク互恵)と(c)罰則と報酬(社会規範)が鍵となる。 
(a)はすなわち、地域における協力者を把握し、彼ら協力者を評価し、同時にこれを可視化し

つつ地域での情報共有を促進するというものである。具体的には、ボランテイア団体や町内会、
地域企業などのグループおよび個人の実績を公平に評価、表彰するとともに、その選定過程を可
視化するとともに広く継続的に広報するような政策である。(b)は、(a)の中から、例えば評判の
高い地域企業、ボランテイア団体や町内会、そして影響力のある個人(いわゆる顔役)をそれぞれ
ハブとする小グループ(いわゆるご近所)を構成し、その小グループ毎に協力者のクラスターを
形成するための適切かつ持続的な財政支援などを行う政策が考えられる。そして、特に危機管理
の対応、復興フェーズでは、政府自治体は、それらハブとの連携と情報共有に集中しつつ、それ
らハブ単位に大胆かつ重点的な物的および財政的支援を行い、あとは各グループの自律性にま
かせるという政策が有効であると考えられる。そして、(a)、(b)において、各主体の協力へのイ
ンセンティブを与えるのが(c)社会規範である。(a)、(b)のための各政策が適切に実行されるた
めの罰則と報酬を速やかに評価、執行するための機関設置の政策が求められる。 
 (4)の手法に関しては、次の通りである。上記(1)～(3)の研究項目との連携を重ねることで、
より本研究課題の目的、すなわち、複雑な構造を有する地域の危機管理ネットワーク形成のため
の公共政策により適した、計算機実験と被験者実験を組み合わせたネットワーク科学の手法と
複雑ネットワーク理論の知見を取り入れた基礎的な手法基盤の開発に一定の方向性を見出すこ
とが出来た。 
 以上をもとに、危機管理のための新たな公共政策の基礎的研究基盤としての成果公表にむけ
た準備を進めつつ、予想される大地震や大型台風・風水害などの大規模自然災害という研究テー
マに焦点を絞り、レジリエントな危機管理政策に応用すべく今後の展開を計画していた。  
 しかし、本年 1月以降の COVID-19 パンデミックは、今も従来の主体間の物理的・心理的ネッ
トワーク構造とその在り方に再考と変更を強いている。そのため、協力促進研究のあり方そのも
のも再検討を迫られ、本研究成果も、至急の情報収集と現状分析を踏まえた根本的な修正を強い
られることとなった。この事態は、年度を跨ぎ現在も継続中である。そのため、研究期間内に然
るべき修正と成果の完成が不可能となったのは、やむを得ぬことといえ残念である。 
 今後は、これを奇貨として、ポスト COVID-19 を踏まえた観察と分析に立脚した修正を加えつ
つ、 (4)の手法基盤に各種資料やデータの自動収集と一定の仮説を提示する技術を加え、新しい
公共政策研究のための基礎的研究としての本研究内容を、基盤的研究に発展させるための挑戦
を継続することとする。 
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